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01_01

4．家具固定器具・感震ブ

レーカーの購入補助（自助

促進事業）

全市民を対象に、家具固

定器具等の購入補助事業

を実施。

（R8～R10）

支援制度の構築（実施手

法の精査）

避難行動要支援者を対象

にアンケート調査を実施する

ことにより、効果的な実施手

法を検討

購入補助

実施

購入補助

実施

購入補助申請した世帯

（自助の取り組み実施

件数）

家具固定器具、感震ブ

レーカーの購入補助申請

件数

ー ー 5700 5700 件
危機管理

部

危機管理

対策推進

課

01_01
５．枚方消防署の更新に

向けた取り組み

枚方消防署の移転・建て替

えの実施

・地元協議【市・消防組合】

・アドバイザリー契約に向けた

仕様精査【市・消防組合】

・アドバイザリー契約締結

【消防組合】

・機能精査、発注仕様書精

査【市・消防組合】

・「枚方消防署新庁舎整備

基本計画の策定」、「枚方

消防署新庁舎整備に係る

民間活力導入可能性調

査」を委託により実施（枚

方寝屋川消防組合）

・事業支援委託

（DB方式の場合）
ー ー ー ー ー ー ー

危機管理

部

危機管理

対策推進

課

７．健康増進計画等の推進

（各種検診等推進事業）

健康寿命の延伸に向けて、令

和６年度を始期とする高齢者

福祉・健康増進施策に係る計

画に基づき、高齢者保健福祉

と健康づくりに効果的に取り

組むとともに、胎児期から高齢

期に至るまで、生涯を経時的

に捉えた健康づくり（ライフコー

スアプローチ）を進める。

・各種イベントでの測定会や

SNS発信などを実施し、健康

づくりの取り組みについて啓発

・生涯を通じた健康づくりに取り

組むための情報提供方法を検

討

継続
・継続

・骨粗しょう症検診の実施
継続

骨粗しょう症検診受診

率

市が実施する骨粗しょう

症検診の受診者／対象

者（40・45・50・55・

60・65・70歳の女性）

ー ー 15 15 ％
健康福祉

部

健康づくり

課

大腸がん検診受診率

市が実施する大腸がん

検診の受診者／対象者

（40歳以上70歳未満

の者）

7.7 8.8 9.9 11 ％
健康福祉

部

健康づくり

課

胃がん検診（内視鏡検

査）の受診数の増加

クラウド読影システムを導

入している医療機関にお

ける受診者数

ー ー 500 600 人
健康福祉

部

健康づくり

課

早期がん発見率の増加

クラウド読影システムを導

入した医療機関における

早期がん発見率

ー ー 80 85 ％
健康福祉

部

健康づくり

課

６．歯科口腔保健の推進

（各種検診等推進事業）

成人期における歯周組織の

健康の保持・増進、う蝕お

よび喪失歯予防のため、20

歳～70歳（５歳刻みの節

目年齢）を対象に歯周病

検診を実施。

・受診勧奨ハガキの送付や

広報・SNSなどで広く周知

・各種イベントなどでむし歯・

歯周病予防について啓発

・かかりつけ歯科医の重要性

についての啓発

継続

・継続

・歯周病検診の検診項目の

変更

継続
歯周病検診の要治療者

の受診率

健診結果で要治療者

（治療が必要な人）

が、重症化予防のために

治療を受けた人の割合。

【算出式：要治療者の

うち受診した人数／要治

療者数】

92 92 92 92 %
健康福祉

部

健康づくり

課

令和８年度当初 第３期実行計画　更新内容一覧
※更新箇所は網掛けの部分

施策シート番

号

施策シート（具体的な取り組み） 施策シート（施策指標）

06_01

・継続

・受診勧奨継続実施及び

PMHについて先行市の状況

把握、国の動向注視

１．がん対策の推進（各

種検診等推進事業）

がんに関する正しい知識の

普及啓発及びがん検診等

を実施。併せて、ウイッグ等

の補整具の購入費用を一

部助成するなど、がんの「予

防」から「早期発見」及び

「患者支援」まで、大学や企

業等とも連携し、総合的な

がん対策を推進。

①ウイッグ等の補整具の購

入費用を一部助成

②がん検診受診率向上に

向けて医療機関や関係機

関と連携した受診勧奨の取

組及び国の指針に基づくが

ん検診の実施に向けて検討

③大学や企業等との連携に

よりがんに関する正しい知識

の普及等がん対策を含む健

康医療福祉に対する啓発

活動・情報発信の協力

①ウイッグ等の補整具の購

入費用を一部助成

②がん検診受診率向上に

向けて医療機関や関係機

関と連携した受診勧奨の取

組及び国の指針に基づくが

ん検診の実施

③大学や企業等との連携に

よりがんに関する正しい知識

の普及等がん対策を含む健

康医療福祉に対する啓発

活動・情報発信の協力

④令和７年度末で前立腺

がん検診を廃止

・継続

・胃がん検診（内視鏡検

査）へのクラウド読影システ

ム導入

・国の指針に沿ったがん検診

の実施（受診間隔及び対

象者の変更）及び受診勧

奨対象者の拡充変更
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具体的な取り組み 取り組みの内容 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 指標名 指標の説明 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 単位 担当部 担当課

施策シート番

号

施策シート（具体的な取り組み） 施策シート（施策指標）

06_03 １．難病対策事業の推進

①保健師による申請時面

接や訪問、リハビリ専門職

等による専門相談の実施

②難病患者に対する講演

会や相談会を実施

③難病患者やその家族に対

する、相談、指導、助言等

を行う支援スタッフの育成

④人工呼吸器を使用する

在宅難病患者等へのレスパ

イト入院費用の助成

⑤医療機関等とのネットワー

クを構築

①保健師の面接・訪問、専

門相談の実施

②難病患者に対する講演

会や相談会の実施

③関係機関向け研修会の

実施

④レスパイト入院費用の助

成

⑤難病ネットワーク部会実

務者会議の開催

継続

・継続

・④レスパイト入院の利用上

限日数を撤廃

継続

レスパイト支援を利用し

ている人の割合（保健

予防課所管の対象者の

み）

ショ―トステイ及びレスパ

イト入院を利用している

人数／助成制度の対象

者数

ー ー 50 50 ％ 保健所
保健予防

課

10_01
３．地域生活支援のため

の体制整備

障害者の重度化・高齢化や

「親亡き後」に備えるととも

に、障害者等の生活を地域

全体で支える体制を構築す

るため、地域の実情に応じて

必要な機能を整備。中心

的な役割を担うコーディネー

ター(以下、「拠点コーディ

ネーター」という)の配置。

・緊急時の受け入れ・対

応、体験の機会・場について

の整備

・整備済の機能について、継

続的に検証・検討

・体験の機会・場についての

整備及び拠点コーディネー

ターの設置

・整備済の機能について、継

続的に検証・検討

・拠点コーディネーターの設

置

・整備済の機能について、継

続的に検証・検討

・体験の機会・場のモデル事

業を開始

・整備済の機能について、継

続的に検証・検討

・モデル事業を継続、検証の

うえ、11年度の本格実施に

向け、内容を検討

居室体験利用人数
居室体験事業を利用し

た障害者の延べ人数
- - 6 6 人

福祉事務

所

障害企画

課

10_01
7.人工内耳音声信号装置

等にかかる費用助成の拡充

高度難聴児に対する人工

内耳音声装置等にかかる費

用の助成について、対象者

を若者世代（22歳到達年

度まで）に拡充

18歳までの高度難聴児を

対象に実施
対象年齢の拡充を検討

18歳から22歳到達年度末

まで対象を拡充
継続

人工内耳音声信号装

置等助成件数

人工内耳装置等にかか

る費用を助成した人数
- - 11 13 人

福祉事務

所

障害企画

課

11_03 １．多文化共生の推進

・外国人市民等のニーズを

踏まえた「国際化施策に関

するの考え方」の取り組みの

具体化及び推進。

・「国際化施策に関する考

え方」における取り組みの進

捗管理。

・ニーズを踏まえた取組の具

体化検討

・現状把握

外国人市民等のニーズを踏

まえた「国際化施策に関す

る考え方」の取り組みの推

進

一元的相談窓口を開設。

入管庁の電話通訳に加え、

デジタル機器を用いた通訳

を導入。

窓口の運営を継続。他の相

談メニューや手段にについて

も検討する。

外国人相談満足度の向

上

「満足」「概ね満足」と回

答した件数/アンケート回

答者数×100）

― 80 85 90 ％ 市長公室
広聴相談

課
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具体的な取り組み 取り組みの内容 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 指標名 指標の説明 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 単位 担当部 担当課

施策シート番

号

施策シート（具体的な取り組み） 施策シート（施策指標）

14_01
２．妊娠・出産・子育てに

おける一貫した支援

・妊娠届出時の全数面接、

乳児家庭全戸訪問事業等

により妊娠から出産まで一

貫した相談支援や情報提

供の実施。出産・子育て応

援ギフトを支給することで経

済的支援を実施。

・特に心身のケアや育児のサ

ポート等のきめ細かい支援が

必要な退院直後から産後4

か月未満の母子を対象に産

後ママ安心ケアサービスを実

施。

・年齢や利用シーン別に子

育てに関するサービスや支援

メニューがわかるサービスを作

成。

・産科初回受診料補助によ

る経済的支援を実施

・個別および集団での母子と

の関わりを通して、ニーズの

把握やニーズに応じた個別

支援を実施

・さまざまな事業の機会や

ホームページ、SNS等も活

用し、効果的に情報を発信

・国の動向を注視し、引き

続き安心して妊娠・出産・

子育てができる環境を整え

ていく。

・さまざまな事業の機会や

ホームページ、SNS等も活

用し、効果的に情報を発信

・妊婦健康診査の拡充

・産後ケア事業利用システ

ム「あずかるこちゃん」の導入

試行実施。

継続

・大阪府集合契約による産

後ケア事業の実施。

継続
この地域で、今後も子育

てをしたいと思う親の割合

乳幼児健康診査（4か

月児・1歳6か月児・3歳

6か月児健康診査）受

診時の保護者に実施す

るアンケートにおいて「この

地域で、今後も子育てを

したい」と回答した割合

97 100 100 100 %
子ども未来

部

まるっとこど

もセンター

15_01

１（１）．保育所（園）

のサービス充実（定員増や

利用調整の見直し）

保育の必要な家庭が保育

を利用できるように利用調

整方法を見直し。保育所

（園）の受入枠の有効活

用。保育ニーズに対応する。

・見直し後の方法により利

用調整を実施

・東部エリアでの臨時保育

室開設に向けた準備・整備

東部エリアでの臨時保育室

開設・運営開始

継続

・10月頃からさだ西小規模

保育施設の開設

継続
保育所等利用待機児

童数

希望する施設を利用でき

ていない児童数

※各年度の実績につい

ては、翌年4月1日現在

の数値になります。

196 176 158 142 人
子ども未来

部

公立保育

幼稚園課

留守家庭児童会と枚方

子どもいきいき広場を利

用する児童と保護者に

対するアンケートの満足

度の割合

アンケートにより満足度

（％）を測定
80 85 86 87 ％

学校教育

部

放課後子

ども課

昼食サービスの利用率の

向上

総注文食数／延べ登室

（参加）人数
― ― 12 12 ％

学校教育

部

放課後子

ども課

15_01

１２．1号教育認定こども

に対する障害児保育補助

制度の創設

支給認定区分が１号の障

害をもつ児及び医療的ケア

を要する児を受け入れる施

設に対し、加配職員の人件

費を補助する。

ー ー

1号教育認定こどもに対する

障害児保育補助制度の創

設

継続実施
活用予定施設における

実積率

補助制度の活用を予定

していた施設のうち、実

施の実績報告を受けた

割合

ー ー 100 100 ％
子ども未来

部

私立保育

幼稚園課

15_01
１３．留守家庭児童会室

の整備

個別の施設計画に基づく留

守家庭児童会室

の建替え・建て増し及び学

校施設の活用に

よる整備

― 個別の施設計画の策定
可能性調査実施方針の決

定
設計・施工発注 必要保育面積児童

保育面積充足率(保育

面積／必要保育面積×

100）

100 100 100 100 ％
学校教育

部

放課後子

ども課

15_02
３．子育て短期支援事業

の拡充

保護者の疾病等により家庭

における養育が一時的に困

難になった場合に、一時的

に家庭での養育が困難な子

どもを預かり、子育てを支

援。

委託事業所を2か所増加 継続
対象年齢を18歳未満に拡

大
継続

年間ショートステイ利用

延べ日数

年間にショートステイを利

用した延べ日数
900 900 1000 1000 日

子ども未来

部

まるっとこど

もセンター

15_01 継続
拡充

（支援の実施）

三季休業期の昼食提供開

始

・先進事例の調査研究

・ニーズ調査、サウンディング

調査等実施手法の検討

・児童の放課後対策審議

会で の検討

就学以降も切れ目のない支

援・サービスのさらなる充実

を図るため、利用ニーズに応

じて留守家庭児童会室の

三季休業期間の昼食サービ

スを実施。

安全・安心で気軽に立ち寄

ることができる学校を拠点と

した昼食サービスを活用し、

家庭で十分な食事を取れな

い児童への支援として、お弁

当事業者と委託契約を締

結し昼食代を負担する。

９（２）．留守家庭児童

会室の三季休業期間の昼

食提供

3



具体的な取り組み 取り組みの内容 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 指標名 指標の説明 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 単位 担当部 担当課

施策シート番

号

施策シート（具体的な取り組み） 施策シート（施策指標）

15_02
７．こども誰でも通園制度

の実施

６か月から３歳未満の未就

園児を対象に、こども誰でも

通園事業制度を、渚西臨

時保育室で実施する。令和

8年度以降の量の見込みを

もとに、公立・私立施設で十

分な提供体制を確保する。

ー

・実施準備

・7月ごろから試行実施開始

・本格実施に向けた検討

本格実施 継続実施 定員充足率

量の見込みで定める毎

年度の必要定員数を充

足する。

ー ー 100 100 %
子ども未来

部

私立保育

幼稚園課

公立保育

幼稚園課

15_03
１．児童相談所の設置準

備

準備組織の立ち上げなど体

制の整備や専門員の確保、

人材の育成。

・児童相談所開設準備チー

ムを設置

・児童相談所にかかる情報

収集、調査、設置市視察

等

・ロードマップの作成

・専門職の段階的採用

（今後継続）

・児童相談所準備組織を

設置

・児童相談所設置にかかる

基本計画の策定

・専門職の段階的採用

（継続）

継続 継続 ー ー ー ー ー ー ー ー ー

15_03
３．児童育成支援拠点の

設置

養育環境に課題を抱える家

庭や学校に居場所のない児

童等の居場所となる場とし

て、「児童育成支援拠点」

を開設。

ラポールでの民間委託（週

3日）

ラポールでの民間委託（週

5日に拡充）

4エリアにおける開設に向け

て検討

・送迎支援開始

・ラポールで

の民間委託

（週5日）

・東部エリアで

の開設準備

・ラポールでの民間委託

（週5日）

・東部エリア新規開設

養育環境に課題を抱え

る家庭や学校に居場所

のない児童等の居場所

の数

養育環境に課題を抱え

る家庭や学校に居場所

のない児童等の居場所

の数

1 1 1 2 箇所
子ども未来

部

まるっとこど

もセンター

15_04
４．子ども食堂への支援拡

充

子どもの居場所づくりの一環

として、家で1人で食事をと

るなどの環境にある子どもに

無償（中学生以下）での

「食事の提供」等に取り組む

団体（子ども食堂）を支

援。

・子ども食堂が未実施の小

学校校区で新たに開設され

るよう、引き続き、制度の周

知など働きかけを実施

・各実施団体と地域や小学

校等の関係機関などとの連

携

・食材の寄付やボランティア

などの支援について、コーディ

ネート支援を実施

・より多くの食事提供に対応

できるよう、補助制度を拡充

継続
継続

・補助メニューの新設
継続 子どもの延べ参加人数

本事業で補助金を交付

している子ども食堂に参

加した子どもの延べ人数

14,700 24,000 25,000 26,000 人
子ども未来

部

子ども青少

年政策課

15_04 ５．里親の普及促進

ファミリーホームやはぐくみホー

ム等の里親登録者が増える

よう、登録業務を担う大阪

府と協力し、普及。

・大阪府が委託したリクルー

ト業者と協力し、説明会や

パネル展示、講演会等を実

施

・里親登録へのステップとして

のショートステイ協力家庭事

業を推進

継続 継続 継続
ショートステイ協力家庭

登録者数

日帰り、もしくは１泊こど

もを預かるショートステイ

を家庭で受け入れてくれ

る協力家庭数

5 6 3 3 人
子ども未来

部

まるっとこど

もセンター

15_04

10．塾や習い事に行くこと

のできない子どもたちへの支

援

貧困の連鎖を止めるため

に、家庭の経済状況により、

塾や習い事に行くことのでき

ない子どもたちに、費用を助

成。

関係部局と事業の具体的

な内容（対象者等）や方

針について協議

継続 助成開始 継続
非認知能力や学力の向

上

意欲ややり抜く力、自己

肯定感などの非認知や

学力の向上を実感した

割合

- - 80 80 ％
福祉事務

所

生活福祉

課

4



具体的な取り組み 取り組みの内容 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 指標名 指標の説明 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 単位 担当部 担当課

施策シート番

号

施策シート（具体的な取り組み） 施策シート（施策指標）

16_03

２．民間活力を活用した

小学校の水泳授業を計画

的に推進

児童の泳力向上、水泳授

業に係る業務改善、学校

プール施設に係る費用縮減

を目的に、民間活力による

水泳授業を導入。

・実施校数の拡大（2校程

度）

・計画の策定

・新たな確保策の検討

・計画に基づく取り組み推進
年次計画に基づき取り組み

推進（新規委託10校）

年次計画に基づき取り組み

推進（新規委託10校）

※R10年度新規10校（※

全校で民間活力導入）

水泳授業を新規に委託

した学校数

段階的に委託校数を拡

大する。
2 2 10 10 校

総合教育

部

教育政策

課

16_04
１．体験・参加型プログラ

ムの充実

子どもたちの夢や将来の可

能性を広げるため、子どもた

ちの好奇心を掻き立てる遊

びや学びなど、多彩なメ

ニューを用意し、気軽に体験

できるしくみを構築。実施に

あたっては、市内企業や団

体、大学、地域等と連携す

るとともに、土曜日や三季休

業期など学校の教育活動と

は別に実施。

・子どもの参加、体験事業

の実態、ニーズ把握

・実施手法の検討

体験・参加型プログラムの構

築

体験・参加型プログラムの実

施

体験・参加型プログラムの実

施

枚方子どもいきいき広場

の満足度

市内44小学校区で、土

曜日に地域の特色や多

様性を生かしたプログラム

を実施する「枚方子ども

いきいき広場」に参加した

子どもの満足度

80 90以上 90以上 90以上 %
学校教育

部

放課後子

ども課

16_06

２．（２）居場所の拡充

（フリースクールの授業料支

援）

不登校児童・生徒を受け入

れる民間支援団体による市

への申請により授業料を支

援する制度の構築。

・民間支援団体との協議

・他自治体等調査・研究

・民間支援団体との協議

・支援制度の設計・構築

民間支援団体対象の授業

料等支援
継続

フリースクール等利用者

数

市内在住の不登校対児

童・生徒のうち、フリース

クール等を利用している

者の数

― ― 50 50 人
学校教育

部

児童生徒

課

特別史跡百済寺跡と楠

葉台場跡が内外に誇れ

る観光資源であると思う

市民の割合

特別史跡百済寺跡と楠

葉台場跡が内外に誇れ

る観光資源であると思う

市民の割合

50 52 54 56 ％
観光にぎわ

い部
文化財課

楠葉台場の訪問者数

楠葉台場の訪問者数

（土曜日の11時～12

時の1時間あたり）

- - - 4,440 人
観光にぎわ

い部
文化財課

多様な組織・団体者によ

るワークショップの回数

（累積）

地元・地域団体等の多

様な組織・団体と天野

川の活用に向けて意見

交換を行うワークショップ

の開催数

- - 5 6 回

市駅周辺

まち活性

化部

ー

イベント開催回数（社

会実験を含む）(累積)

天野川の活用に向けた

取組と連携して、事業者

や地域団体などが天野

川周辺で実施するイベン

トの数

- - 2 4 回

市駅周辺

まち活性

化部

ー

19_01

継続

・ワークショップの開催

・ワークショップでの提案内容

の実現に向けた具体策の調

査等

・ウォーカブルに資する水辺

空間の活用に向けて河川

管理者等との協議調整

・③街区隣接区間の景観

整備

・ウォーカブルに資する水辺

空間の活用に向けて河川

管理者等との協議調整

③街区のまちびらきにあわせ

た隣接区間の景観整備及

び、左岸の高水敷の活用な

どについて河川管理者等と

協議・調整など、ウォーカブル

なまちづくりの実現に向けた

取り組み

５．天野川の景観や歩行

空間の整備
19_02

①継続

②楠葉台場跡の啓発

③地域計画案の作成

①継続

②楠葉台場へのモニュメント

設置

③協議会開催、地域の文

化財の総合的な把握

①アプローチ及び展示場整

備の検討、大阪府との協議

②整備に向けた方向性の

検討、検討体制の整備など

①築地塀完成セレモニー、

公園再整備工事をもって短

期計画の完了

②国・大阪府との協議

①百済寺跡の築地塀再現

②楠葉台場先行整備

③文化財保存活用地域計

画の策定

などにより市内文化財の普

及啓発

１．百済寺跡の築地塀再

現や楠葉台場跡へのシンボ

ル設置

5



具体的な取り組み 取り組みの内容 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 指標名 指標の説明 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 単位 担当部 担当課

施策シート番

号

施策シート（具体的な取り組み） 施策シート（施策指標）

森林ボランティア育成講

座修了者数（累計）

森林ボランティア育成講

座の受講者のうち規定の

日数に出席し修了証を

取得した人数（累計）

430 450 470 490 人

里山保全活動団体の活

動日数（累計）

東部地域で活動する里

山保全活動団体の年間

活動日数（累計）

4,600 4,800 5,000 5,200 日

整備後の里山保全作業

道を利用して里山保全

活動に取り組む団体の

数

整備後の里山保全作業

道を利用して里山保全

活動に取り組む団体の

数

- - - 1 団体
観光にぎわ

い部

農業振興

課

４Rの推進

生ごみの減量・減容に取

り組む市民の数（延べ

人数）

44 132 220 308 人 環境部
循環型社

会推進課

家庭部門における温室

効果ガス排出量(t-

CO2)の削減量

家庭部門における温室

効果ガス排出量

(t-CO2)の削減量

ー

CO2換算

1.19t-CO2

(削減量

10000本)

CO2換算

1.43t-CO2

(削減量

12000本)

CO2換算

1.43t-CO2

(削減量

12000本)

t-CO2 環境部
循環型社

会推進課

29_02
２．窓口業務オンライン化

の推進

枚方市駅市民窓口センター

等における実績や課題を踏

まえ、デジタル技術を活用

し、新庁舎窓口でのオンライ

ン相談の活用も見据えつ

つ、本庁・支所での窓口業

務の対応手法や取扱い業

務の見直しを実施。本庁・

支所にキオスク端末を増設

し、コンビニでの証明発行を

推進。

・枚方市駅市民窓口セン

ターにおいてワンストップ、リ

モート窓口運用開始

・遠隔窓口の運用状況を踏

まえた検証

・オンライン相談の活用方法

の確立

・課題等整理を行い、本

庁、支所へのサービス拡大に

向けた検討

・前期中に本庁、支所での

運用開始
・継続 コンビニ交付の割合

証明発行件数全体のう

ちコンビニ交付の割合
- - 35 40 ％

市民生活

部

市民生活

政策課

・継続

・里山保全作業道等補修

工事

・継続

・里山保全作業道等補修

実施設計

継続

・里山講座の開催・

竹林整備・植物観察会

(春・秋)等の開催

・里山保全活動８団体が

実施する東部地域の里山

保全活動を支援

・里山講座（森林ボランティ

ア育成事業）の開催。

・里山保全活動の推進。

１．里山の保全23_01

25_01

・フードドライブの実施

・家庭用生ごみ処理機制度

設計・実施

・リユース事業実証実験

・ごみの再資源化

・再生資源集団回収報償

金

普及・啓発、提出様式の見

直し・WEB申請の検討

・事業者と連携することによ

り、食品を必要とする団体

等に無償で譲渡するフードド

ライブを実施。

・家庭用電気式生ごみ処理

機の購入補助制度を導入

し、生ごみの減量を推進。

・粗大ごみから選別した再生

可能なリユース品や、市民か

ら提供されたリユース品の受

付、保管及び展示、譲渡・

販売等を行い、 再利用の

推進による４Ｒの普及啓発

を図る。

・資源となる鉄類等の再資

源化を推進。

・再生資源集団回収報償

金制度の見直し。

・公共施設に給水スポットを

設置し、自宅から飲料を持

参するところからさらに１歩

進んだ行動変容を引き起こ

す。

２．４Ｒ活動の推進

観光にぎわ

い部

農業振興

課

継続

・家庭用生ごみ処理機

補助制度の検証

・リユース事業本格実施

・再生資源集団回収報償

金

様式改訂、報償金の見直

しの検討

・ごみの再資源化

鉄類等のさらなる再資源化

・給水スポットの設置・検証

6



具体的な取り組み 取り組みの内容 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 指標名 指標の説明 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 単位 担当部 担当課

施策シート番

号

施策シート（具体的な取り組み） 施策シート（施策指標）

訪問件数

ケースワーカーが生活保

護受給者宅へ訪問した

件数

- - 13800 14600 件

記録作成にかかる削減

時間数

令和6年度を基準とした

記録作成時間の削減数
- - 1200 2497 時間

30_01
３．民生委員のなり手不

足の解消

民生委員・児童委員のなり

手不足解消に向けて、民生

委員・児童委員の負担軽

減策に取り組み、令和10

年度の一斉改選にて、充足

率を高めることができるように

進めていく。

民生委員・児童委員の負

担軽減策の取り組みを推進

民生委員・児童委員の負

担軽減策の取り組みを進め

ながら、一斉改選

①セミナーワークショップ等の

開催による地域福祉の担い

手づくり

②民生委員マニュアル作成

③④チラシ・リーフレット作成

⑤インターンシップの実施

⑥民生委員活動費、協力

員等の検討

①民生委員活動費の見直

しを検討

②夜間休日の相談体制の

整備

③民生委員をサポートする

オブザーバー体制整備

枚方市民生委員・児童

委員の充足率

12月１日時点の枚方

市民生委員・児童委員

の充足率

86
＜一斉改選＞

77％
80 82 ％

健康福祉

部

健康福祉

政策課

AED設置を行った自治

会館の数

制度を活用しAED設置

を行った自治会館の数
― ― ― 10 件

改修を行った自治会館

の数

制度を活用し改修を行っ

た自治会館の数
― ― ― 8 件

耐震改修を行った自治

会館の数

制度を活用し耐震改修

を行った自治会館の数
― ― ― 3 件

共創事業の実施件数
共創プラットフォームにお

いて着手された取組の共

創事業件数

― ― 60 70 件

共創による社会課題解

決に向けた実証実験等

の件数

共創事業のうち、社会課

題解決や市民サービス

向上に向け取り組んだ実

証実験等の件数

― ― 10 15 件

共創プラットフォームの登

録団体数
― ― ― 400 500 団体

29_02
13．面談時のAIによる支

援サービス

生活保護受給者との面談

や訪問時等にタブレットを活

用し、AIの支援による聴取

や報告書の作成を行う。

ー
福祉事務

所

生活福祉

課
ー

音声録音による面談後、AI

を活用した記録の草案の作

成

音声録音による面談後、AI

を活用した記録の草案の作

成

・公民連携プラットフォームの

運営

・効果的な公民連携セミ

ナー等の検討及び実施

・社会課題の解決に繋げる

ためプラットフォームの運営に

より共創を促進。

・対話に向けた職員の意識

醸成や課題抽出を図る研

修やワークショップの実施

・万博のレガシーを含めた共

創による成果を活用した本

市のＰＲ

６．公民連携の推進31_01
政策推進

課

総合政策

部

市長公室
市民活動

課

継続継続継続

30_01
４．自治会館の安全・安

心な利用に向けた取組

自治会館建設等助成制度

に自治会館へのＡＥＤ設

置の助成メニューを追加

改修：旧耐震基準の自治

会館における長寿命化、維

持保全、バリアフリー化等に

必要な改修を可能とする要

件見直し

耐震改修：限度額115万

円に増額

当該助成メニューを活用す

る自治会に対して助成金を

交付

R8.4.1施行後当該助成メ

ニューを活用する自治会との

事前協議

【AED設置】

R8.4.1施行に向け、当該

助成メニュー追加に向けた

助成制度設計を検討

【改修・耐震改修】

R8.4.1施行に向け、当該

助成メニューの要件見直し

等の検討

―
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具体的な取り組み 取り組みの内容 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 指標名 指標の説明 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 単位 担当部 担当課

施策シート番

号

施策シート（具体的な取り組み） 施策シート（施策指標）

31_03
2．旧中宮北小学校跡地

活用事業

旧中宮北小学校跡地の有

効活用を行う。

旧中宮北小学校跡地活用

に向けた検討

旧中宮北小学校跡地活用

に係る市有地測量等

・文化財試掘調査

・教室棟他解体工事設計

委託

・活用に係る実施設計委託

・都市計画や建築基準法に

係る手続き等

・教室棟他解体工事着手
学校跡地活用により減

少する床面積
― ― ― ― 4150 ㎡

総合政策

部

行革推進

課

31_04

１．職員のモチベーション向

上とワークライフバランスの推

進

エンゲージメント調査を実施

し、その結果をもとにエンゲー

ジメント向上のための取組を

推進するとともに、職員表彰

制度などにより、職員のモチ

ベーションの更なる向上を図

る。あわせて、長時間労働

の縮減やメンタルヘルス不調

者の未然防止など、健康経

営の取り組みを推進。

・職員表彰制度を活用し、

職員のモチベーション向上に

つなげる

・長時間労働の縮減に向け

た取り組みの継続

・健康経営の推進の継続

・人材育成基本方針の浸

透

【エンゲージメント調査】

試行実施

(公民連携)

【ワークライフバランスの推進

等】

継続

【エンゲージメント調査】

本格実施

【ワークライフバランスの推進

等】

継続

継続 エンゲージメントスコア

職員のエンゲージメント調

査の結果を数値化したも

の

―
年度内でのスコア

向上

年度内でのスコア

向上

年度内でのスコア

向上
ー 総務部 人事課
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